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研究要旨 

 1995年に発生した東京地下鉄サリン事件当時の救助者の二次被害の発生の教訓から検知、

防護、除染、ゾーニングといった安全対策を強調した体制と装備が構築された。しかし、そのこと

が迅速な被災者の救助の妨げになっている。平成 29年度に検討した化学テロ現場における本

邦関係機関の活動指針の課題に基づいて、「多数の救命」の重要性に関する明確なコンセプト

を設定した。英国・米国で示されている新知見と海外での実験検証結果を参考にして、我が国の

国情に合わせた新たな現場活動の在り方の提言を作成した。本提言は、化学物質特性の観点

と、医学的見地から議論を行い、総務省消防庁の意見を取り入れて将来の継続的検討が必要な

事項も盛り込んで作成した。 
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Ａ  研究目的 

1995年に発生した東京地下鉄サリン事件

において、救助者の二次被害が発生したこと

は我が国の化学テロの対策を構築する上で

大きな契機となった。この経験を教訓として、

検知、防護、除染、ゾーニングといった安全対

策を強調した体制と装備が全国消防機関や

医療機関に準備されている。また、全国で展

開されている国民保護訓練においても、前述

の対策が取られた現場対応が繰り返し実施さ

れている。このように、救助者の安全が担保さ

れる仕組みは確立されつつあるが、一方で、

現場の被災者の救援という観点では、整備前

と比較し時間がかかる結果となっている。この

問題は、東京地下鉄サリン事件以降、世界中

で課題として認識され、対応者の安全を確保

しつつ、人命の救助を迅速に実施するかとい

う課題について研究が進められてきた。 

本分担研究では、2020年東京オリンピック・

パラリンピック競技大会を目前として、化学テ

ロにおける病院前対応に関して、世界におけ

る最新の知見を踏まえ、安全性を担保しつ

つ、被害者の救命率を最大化する実効性の

ある活動の在り方を提言することを目的とし

た。なお、本提言は多数傷病者が発生する事

案への対応を対象としており、個人または少

数の傷病者対応では必ずしも適応されない点

があることに注意が必要である。 

 

Ｂ  研究方法 

平成 29年度の「化学テロ等発生時の多数

傷病者対応（病院前）に関する研究」におい

て、現行の化学災害・テロ現場における関係

機関の活動指針として検討を要すると考えら



 

れる項目として以下の 10項目が挙げられた。 

① 二次被害防止に加え「多数の救命」の重

要性に関する明確なコンセプトを設定する  

② 各活動に関して時間概念の重要性を強調

する 

③ 避難、脱衣など可及的速やかに実施する

行動を明記する  

④ 資機材に依存しないで実施可能な行為の

提示など段階的除染方法の導入など除染

の階層化を示す 

⑤ 通常の消防装備機能の活用の検討する 

⑥ 近年の研究成果を加味して、対処に関し

て論理的な構築を行う 

⑦ 被災者に対して、自力で行動できる集団

と支援介入すべき集団の存在を認識した

体制構築をする 

⑧ 被災者と救助者のコミュニケーションを意

識した接触・誘導方法を検討する 

⑨ 通常事故災害とは異なる現場の医療の在

り方に関する課題と解決策を検討する 

⑩ 作為的行為である化学テロの犯罪捜査と

の連携の重要性を再認識する 

これらに基づいて提言項目を作成した。提

言の内容に関しては、海外で示されている新

知見や実験検証結果を参考にして、我が国の

国情に合わせた内容を作成した。 

 

Ｃ  研究成果 

以下の 10項目を提言としてまとめた。 

Ⅰ．テロに使用される化学剤の特性  

Ⅱ．事案の想起  

Ⅲ．避難・救助  

Ⅳ．多様な要救助者対応  

Ⅴ．コミュニケーション（被災者への情報提供・

除染方法の伝達・行動誘導）  

Ⅵ．除染  

Ⅶ．防護と検知  

Ⅷ．ゾーニング  

Ⅸ．現場医療  

Ⅹ．警察捜査との連携の重要性  

 

 上記の提言事項の中には、従来浸透してき

た考え方からシフトした事項と、新たに提言し

た事項がある。 

1. 従来の考え方からシフトした事項 

① 検知活動と救護活動は同時並行で実

施されるべきであること（検知・ゾーニン

グ活動優先からのシフト） 

② ファジーなゾーニングの許容（検知を

前提とした厳密なゾーニング設定から

のシフト） 

③ 曝露リスクに基づく適切な個人防護具

の選択（レベル A防護具のみによる救

助活動からのシフト） 

④ 特殊資機材に頼らない除染の実施（特

殊設備を前提とした除染からのシフト） 

⑤ 早期医療介入のために必要な要件や

手法の検討（非汚染地域における医師

による介入のみの前提からのシフト） 

 

2. 新たな提言事項 

① 救援者が現着後にまず行うべき行動と

して、避難の指示を明示する必要性 

② 多様な被災者を念頭においた対策の

策定の必要性 

③ 階層化され線形に実施する除染 

④ 特殊資機材の到着を待たない救助活

動の開始 

 

上述の内容を盛り込んで、「化学テロ等発

生時の多数傷病者対応（病院前）に関する提

言」（以下、「本提言」という。）を作成した。（添

付資料） 

 

Ｄ  考察 

化学災害・テロの医療対応も、通常の救急

医療と同様に早期の医療介入は普遍的な重

要概念であり、その成否が被害者の生命予

後・機能的予後に直結する。1994年の松本サ

リン事件と 1995年の東京地下鉄サリン事件で

は、対応した消防隊員、警察官、医療従事者

は除染や防護などの対応は行っていなかっ

た。そのため、現場対応者や医療従事者に二

次被害が生じたという問題が発生した。この経

験から、現在の我が国の救護活動において精

緻な検知、ゾーニング、防護、除染の体制が



 

構築された。こうした体制の確立により、現場

対応者の安全性は飛躍的に向上した。一方

で、除染というプロセスを経なかったため、日

常の救急患者対応と同様に、迅速に傷病者

に接触して救命処置を実施がなされたのも事

実である。このように比較的早期に治療介入

がなされたことは、結果的にそのテロの規模と

比べ、サリンに曝露された被害者の死者数を

抑えられた可能性がある。二次被害の経験を

経て、現場対応者の安全性については改善し

たが、被災者の救命の可能性を最大化する方

策については、少なくとも国内においては十

分に検討が尽くされたとは言えない。先進諸

外国においては、救助者の安全確保と早期の

被災者救援の両立を図るという一見すると二

律背反するこの課題について、基礎研究や実

証実験等を重ね、その両方を担保する手順の

構築の模索が続けられている。 

以下に本提言の項目ごとに新知見を交えた

考察をした。 

Ⅰ．テロに使用される化学剤の特性  

テロに使用される可能性がある化学剤は

種々あるが、揮発性、臭い、即効性、濃度によ

る効果、致死性など、各種の剤の特性に関す

る観点、次に短時間に多数の傷病者が発生さ

せ、テロとしての効果を最大化するという蓋然

性という 2つの理由から、神経剤の対策を講

じることが最も重要であると結論付けた。よって

本提言の中で種々の具体的対処を検討する

際に、神経剤を前提とした体制構築を示すこ

とができた。同様に短時間に多数の傷病者を

発生させる可能性のあるオピオイド剤につい

ては現在のところ、解毒剤・拮抗薬の位置づ

けや最適と考えられる対応手順について、国

際的な知見が定まっておらず、使用された事

案の提示に留めた。しかし世界的な注目度は

高く、今後注意が必要である。 

Ⅱ．事案の想起 

 地下鉄サリン事件の現場においても当初の

通報内容から化学剤の使用を想起することは

困難であった。訓練においては化学剤使用を

前提とした実施が繰り返されているが、実際に

は発災初期に化学剤を想起することは非常に

困難を伴う可能性がある。機械的検知は有用

であるが、同時に特徴的な身体所見から迅速

に推定することも重要である。海外において

CHEMM-ISTなどの化学剤推定補助ツール

が開発されている。現場に到着した救助者が

事前学習として活用することは、発災当初に

化学剤の使用を想起しやすくする助けになる

可能性がある。 

Ⅲ．避難・救助  

 現状、多くの現場対応マニュアルに明確な

避難誘導の意義やあり方は示されていない。

有毒物質から離れることで新たな傷病者発生

や病態の悪化を阻止することは現場の統制を

行う上で非常に大きな意義がある。また、自力

で避難できない傷病者に関しては一刻も早い

救助が重要であり、海外では特別な資機材の

到着を待つ前に現場対応者の安全性を担保

して救助活動を開始する方法について科学

的研究が進んでいる 1)。日本においても、科

学的研究結果を加味した安全性と救助の迅

速性を両立する方法を追求することが重要で

ある。 

Ⅳ．多様な要救助者対応 

 訓練で傷病者役を担うのは若い元気な学生

が多い。しかし現実の社会では多様な人が被

災して要救助者になりうる。例えば近年海外か

ら訪れる外国人は増加しており、2020年オリ

ンピック・パラリンピック東京大会においても多

くの外国人の来日が見込まれる。そのため、

言語や文化が異なる被災者の対応を想定す

る必要がある。また、世界で最も高齢化が進ん

でいる日本では、高齢者が被災する可能性も

高くなる。このように特別な支援を必要とする

傷病者に対する計画を講じなくてはならない。 

Ⅴ．コミュニケーション（被災者への情報提供・

除染方法の伝達・行動誘導）  

 化学剤が散布された現場にいる大衆をどの

ように統制して効率的に行動を促すかに関す

る検討は重要である。そのための情報提供の

あり方はどうあるべきなのかについて事前に検

討し、必要な準備を検討する必要がある。実

例が少ない中でこうした検討を行うことは大変

ではあるが、提供すべき情報は決まっており、



 

事前に統一した様式を用いたコミュニケーショ

ン計画を準備することも考慮する必要がある。 

Ⅵ．除染 

化学物質への曝露時間をいかに減らすか

は、被害者の救命率に直結する。米国生物医

学応用研究開発局(BARDA)が出版した

PRIMARY RESPONSE INCIDENT SCENE 

MANAGEMENT (PRISM)２） では、化学物質

への曝露を大幅に下げることができる「脱衣」

を早期に実施することの重要性を強調してい

る。付着した衣類から蒸発する化学物質の吸

入や浸透による経皮的吸収を回避するには、

脱衣が非常に有効である。PRISMでは The 

PRISM “Rule of Tens”として、脱衣だけで

90％除染がされ、乾的除染を追加すると残存

する汚染は 1％まで低下すること、更に放水

除染（gross decontamination）を加えると残存

汚染が 0.1％まで下がることが示されている。

また、時間経過とともに脱衣の効果は急激に

低下することが判明しており、サリンに関して

は 60分経過するとほぼ皮膚汚染の除去効果

はないことが示されている 3)。英国の指針で

は、曝露後 15 分以内に脱衣することの重要

性が明確に示されている４）。本邦の消防機関

が通報から現場に到着するまでの時間は非常

に速い。現場に到着後直ぐに対応を開始した

場合に、まず最初に 10分以内の脱衣実施を

指示する妥当性がある。 

これまで日本では、脱衣は乾的除染に包含

されており、手順として、高度の防護具を着用

した消防隊員が救助した傷病者を対象に、水

除染か乾的除染かを選択して、乾的除染を実

施する際に同時に実施することが標準的対処

法とされてきた。この方法は、二次被害の防止

は図ることができるが、結果的に脱衣の実施ま

でに長時間を要するため、被害者の救命率の

向上にはつながらない。これを改善するため

には、水除染か乾的除染かの選別を最初に

実施する手順を廃止し、PRISMに示されるよう

に、一刻も早い脱衣の実施から開始すること、

そして、機材に拘らず実施できる除染を迅速

に開始し、必要に応じて水や特別な資機材を

活用する方法を追加する、というように、線形

の手順で実施することが重要である。このよう

に手順を単純化することで、科学的根拠に基

づいて、専門資機材の到着を待たずに効果

の高い除染と迅速性の確保による救命率の向

上が期待できる。 

Ⅶ．防護と検知  

安全確保のための個人防護具(PPE)の使用

については、科学的な検討に基づき、その曝

露レベルに応じて選択を行うべきである。従来

は、救護活動について最高レベルの化学防

護性を有するレベル A防護具を装着すること

が常識的な考え方であった。未知の原因物質

にも対応するためには、気道吸入と経皮吸収

の面でも、レベル Aが最も安全性が高いと考

えられてきたからである。化学剤が気道から吸

収されると毒性は即効性である。一方で、気体

状の化学剤は経皮的な吸収に時間を要する。

こうした化学物質の特性を考慮して、一定条

件下に限り、レベル B防護具または消防隊員

の通常装備での汚染域内の活動を認める考

えを提言した。この考え方は科学的検証に基

づいて米国陸軍が示したもので、生存者がい

るサリン現場であれば、全面空気呼吸器マス

クと消防防火衣装備で、30分間の活動が可

能であることが示されている１）。高度な防護具

は高価であり、全ての消防部隊に配備されて

いるわけでない。さらに、装着に時間を要し、

空気ボンベの使用時間は短く、装着した状態

での動きは非常に制限される。結果的に、傷

病者の救出に時間がかかる結果となりうる。安

全性を確保した上で、被害者の救命率を向上

するためには、最新の科学的知見に立脚して

対応手順を改定するとともに、現場対応者に、

レベル A防護具に依存せずとも救助活動が

可能であることについて丁寧に説明を行い、

不安を取り除くことが重要である。 

Ⅷ．ゾーニング  

 従来の推奨された活動は、現場に到着した

部隊が、検知に基づいて、明確なゾーニング

を実施した後に救助人員が進入する考え方で

あった。しかし、前述したように、こうした手順

では傷病者の救助開始が遅くなってしまう。し

かも、Ⅲ．避難・誘導で述べた通り、救命率の



 

向上には、避難誘導時には、極力汚染現場

（ホットゾーン）から離れた場所への退避を指

示することが重要である。こうした方針を取る

場合、未除染の被害者が存在するウォームゾ

ーンの範囲は大きくなり、囲い込みは現実的

ではない。迅速な除染や救出を実現するため

に、必ずしも厳格なゾーニングを先行すること

に拘らず、緩やかなゾーニングを許容すること

で活動の迅速性の向上が可能になる。 

Ⅸ．現場医療  

化学テロに対する早期の医療的介入の必

要性に関しては普遍的な蓋然性がある。しか

し、恒常的な教育訓練と専従部隊化されてな

い民間の医療従事者をホットゾーンやウォー

ムゾーンなどの除染前のエリアに投入すること

は、かえって二次被害のリスクを高めるのみで

現実的な解決策にはならない。化学テロの汚

染域におけいて医療的介入するためには、指

揮命令系統下で専門的に日常的な訓練を実

施している部隊の対応を前提に体制構築を検

討する必要がある。症状の出現が速いほど重

症であることが示されており５)、自力で避難で

きない状態に陥った傷病者は重症であること

を示す。よって除染前エリアを含め、早期に解

毒剤を投与することが重要である。また早期に

解毒剤を投与しないと解毒効果が失われる
６）。海外には、このような現場で使用できるよう

に神経剤に対しては解毒剤の自動注射器が

存在する。除染前エリアで活動する特殊部隊

が、重篤な状態の被害者に対して、自動注射

器を用いて解毒剤を投与できるようになれば、

市民の命、そして現場対応者の安全を守るた

めに大きな意義がある。必要な議論と手続き

がなされることが期待される。 

Ⅹ．警察捜査との連携の重要性 

作為的な行為であるテロは警察による犯罪捜

査の対象である。犯人検挙、現場検証、証拠

保全等の法執行活動は被災者の人命救助と

並んで重要な活動である。消防機関、医療機

関、公衆衛生当局、法執行当局等の関係者

が密接に連携することで、更なる被災者の発

生を回避し、原因の究明に寄与できる可能性

がある。事案発生時に連携をスムーズに行う

には、現場活動を行う機関間で事前に細部に

渡る標準業務手順を決め、訓練で検証を行

い、練度を上げておくことが重要である。 

最後に、本研究においては、逃げ遅れた被

災者のうち誰を優先して救助するべきかにつ

いては結論が出ていない。生命徴候が明らか

な傷病者を優先するのか、瀕死の傷病者を優

先するのかなどの課題は残る。 

 

Ｅ  結論 

 本分担研究では、救急医療の観点から、現

場対応者の安全を確保とより多くの危機的な

被災者の救命を両立させる観点から、近年の

新たな科学的知見やベストプラクティス等の検

討に基づいて、化学テロ発生時の病院前対

応に関する提言を作成した。万が一、我が国

でサリンなどの毒物が散布される事態が再び

発生したとしても、当時より対応者の安全が守

られ、多くの被害者の命を救う救護活動が実

施される体制を構築することが強く望まれる。 
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